
不平等にかんする研究史は長い。経済学や社
会学を問わず，社会科学の誕生とともに歩み始
めたといっても過言ではない。当初は概念上の
問題として議論されてきたが，20 世紀後半以
降データの整備が進み，直接不平等を計測する
試みがなされるようになってきた。ただし，そ
の大部分は個人に着目したデータを扱い（1），考
察の対象は最近では遺伝的情報の与える影響に
まで及んでいる（2）。不平等の概念が個人間で定
義されることが多いので，これは自然な流れと
いえる。

他方で，不平等がどのように生成・再生産さ
れるのかというメカニズムに着目するなら，就
業の場面を想定することは自然である。実質的
に就業からの所得が生活を支え，就業自体が個
人のアイデンティティを形成する以上，就業，
そして近年ではそのほとんどを占めるように
なった雇用の場面で不平等を計測する一団の研

（1）　たとえば，Branko Milanovic は，各国の家計調査（個票に基づく分布情報）を広範に集め，購買力平価で整合
的に接続することで「世界の個人」の所得分布を計測可能にした。Milanovic（2002）は 91 か国の家計調査に基
づき世界所得分布を推計した初期の代表例であり，Lakner and Milanovic（2016）は 1988-2008 年の各国家計調査
データベースを整備・拡張してグローバル所得分布の変化（いわゆる “elephant curve”）を示した。

（2）　Harden（2021）は，遺伝情報と社会的不平等の関係を一般向けに整理しており，近年の議論の射程を理解する
助けになる。

究が生まれてきたのは不思議ではない。本書も
その集団に属し，不平等という伝統的課題を扱
いながら，企業側からのデータで接近する。そ
して，その入り口である「採用」に焦点を絞
り，組織データから不平等の持続を描き出した
意欲的な研究である。

本評では，その実証的貢献を確認したうえ
で，とくに，商用データ利用の方法論的含意
と，「機会の不平等」という概念と実証結果と
の接続のあり方に焦点を当てて検討したい。

分析の中心は，公刊論文をもとにした第 4 章
以降にある（第 1 章から第 3 章までは概観，先
行研究整理，データの紹介）。まず第 4 章では，

「上位大学出身者」などに表象される被採用者
の学校歴の偏りを採用時の不平等とみなし，採
用者である企業の雇用施策等の属性とどのよう
に関連するかを検証する。この種の実証研究自
体は以前より試みられてきたものの，十分に説
得的な研究の蓄積は限られていた。主因はデー
タ制約である。本書では，大学別採用人数を

『サンデー毎日』から収集し，『就職四季報』に
ある会社情報とマージすることでデータを構築
する。その結果，採用時点で不平等が生じてい
ること（すなわち企業によって被採用者の学校
歴に偏りがあること）を確認し，「採用時に訓
練可能性を重視していると考えられる企業―
技術職採用枠を設けておらず，平均勤続年数が
長い企業―で，選抜度の高い大学からの採用
が多」いと結論している（95 頁）。第 5 章から
第 7 章は本章の枠組みを応用した分析として理
解できるため，本書を通読する際には本章を起
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点とすると全体像がつかみやすい。ただし，本
章ではデータをパネルデータとしては扱ってい
ない点には留意が必要である。

第 5 章では女性管理職比率に注目する。採用
時の不平等の代理指標として，たとえば女性採
用比率に影響するかを検証する。材料は『CSR
データ』と『会社四季報』で，実質的に第 4 章
と同じデータ系列である。その結果，女性管理
職比率の上昇が必ずしも女性採用率を引き上げ
ないことが示唆された。「組織の指導的地位へ
の女性の参画が進展した場合でも，当該組織に
おけるジェンダー不平等は緩和されないことが
多」いと結論付けている（117 頁）。第 6 章で
はダイバーシティ部署の設置の有無に注目す
る。不平等の代理指標として，女性管理職比
率，女性採用比率，障害者雇用率を用いる。材
料は第 5 章と同じ『CSR データ』である。結
論は「ダイバーシティ部署の設置が，女性管理
職比率や女性採用比率，障害者雇用率を高めて
いるとはいえな」いとあり（144 頁），第 5 章
の結論とも平仄があう。続く第 7 章では重要な
説明変数として WLB 施策充実度を用いる。
データも『会社財務カルテ』を含めるが，実質
的には第 4 章以降と同じグループのものであ
る。推定モデルにおいて ROA との交互作用を
認めるという前章までとは異なる実証戦略を
とってはいるものの，「WLB 施策の充実度は，
新卒女性採用比率を高めているとはいえな」い
としている（164 頁）。

これらの実証的知見をまとめたのが終章であ
る。その内容は，第 1 節見出しの「変わらない
採用の不平等」という一言に集約されている。
本書が主に分析対象としている 2000 年代から
2010 年代には，間接差別禁止を明文化した男

（3）　商用データの多くは，制度上公開され利用可能な情報（たとえば財務諸表など）を効率的に利用できるよう
アーカイブ化したものもある。この範囲で商用データを用いることは本評の対象ではない。

女雇用機会均等法改正（2007 年）や育児介護
休業法の進展，女性活躍推進法の施行（2015
年）など，WLB や DEI を旗印とする制度変更
が相次いだ。それと並行して，日本的雇用慣行
はもはや過去のものとなったとの言説も多く流
通した。ところが本書が提示する統計的事実
は，さまざまな施策が実施されてきたにもかか
わらず（また，より細かな状況によって効果の
差異はありうるにせよ），採用時の不平等が揺
らいでいないことを示している。

以上のように，本書は最近の雇用環境の変化
と雇用の平等のあり方を確かめるうえで重要な
足がかりを提供している。各命題の検証方法な
どについては，本書のもととなった各論文の出
版時に十分に議論されていることがうかがえる
ため，本評では別の角度から論点を提起し，評
者の見解をまとめたい。

まず学術研究が商用データをどのように扱う
かという論点を提起しよう。評者が専門とする
実証経済学でも，帝国データバンクや東京商工
リサーチ，Orbis など商用データを用いた研究
がトップジャーナルにも掲載されることが多く
なった。政府統計，とりわけ行政情報の研究目
的利用が進まないこと，そもそも政府すら情報
を捕捉していないことなど，いくつかの理由が
あり，商用データはかなり有力な代替手段と目
されている。にもかかわらず，レポート・バイ
アスについての議論は深まっていない。

商用データ（3）には，商用であるがゆえに意図
的な提供拒否や虚偽報告のインセンティブがあ
る。とくに本書で扱う『就職四季報』を中心と
したデータ群は，いずれも潜在的応募者に提示
する媒体であるため，情報掲載者の選定は出版
社のマーケティング戦略に強く依存し，情報提
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供者が応募者の行動に影響を及ぼすことを意図
して情報を操作する誘因が常にあると考えたほ
うがよい。たとえるなら，食べログやミシュラ
ンガイドを用いて東京の飲食店の塩味が強いか
どうかを推測するようなものだ。ここには，単
なる測定誤差とは異なる，情報生成過程に由来
する分析上のノイズが含まれていると考えられ
る。

本書の場合，第 3 章で丁寧に説明するのは
データの代表性で，内的整合性にかんする議論

（多くは処置変数と潜在アウトカムとのあいだ
の内生性についての議論）を薄くする傾向があ
る。もちろん，不平等を俎上にあげる以上，内
的整合性を重視するよりも分析結果の代表性，
すなわち日本社会の全容を解明する必要のほう
が相対的に強いのは理解できる。不平等とは，
ある個人行動の評価である差別とは異なり，あ
る社会状態の評価だからだ。本書でも，雇用主
に対するいわゆる audit study との対比で「あ
えてデフォルメすれば，新卒採用の不平等に

「虫の眼」で迫る実験に対し，組織の採用結果
を集積して分析する本書は「鳥の眼」でこれに
迫るといえる」（19 頁）と述べ，内的整合性を
ある程度犠牲にして全体構造を記述することを
重視する姿勢を見せているが，鳥は鳥でもスズ
メとタカではかなり眼のつくりが異なる。どん
な鳥を想定するのかは説明があってもよかった
だろう。情報に制約のある「不平等に対する組
織的アプローチ」を指向するのであれば，デー
タの代表性と内的整合性のいずれを，どの程度
優先すべきかについての議論があると，商用
データを用いたことをより説得的に正当化でき
たかもしれない。

ただ，このような論点を提起できるのは，社
会科学における方法論やデータ類型が収斂して
きたことにもよる。実際，本書の参考文献に
は，評者の専門である労働経済学の専門誌に掲

載されている論文も散見される。しかも，その
存在が簡単に紹介されるにとどまらず，重要な
先行研究として位置づけられ，差異についても
言及されている。つまり，著者は本書を労働経
済学を含めた文脈に位置づけていることにな
る。これが可能なのは，とりもなおさず実証的
手続きが共通化しているからだ。本書でのデー
タ構築や推定モデルの同定の方法は，そのまま
経済学の実証論文として考えても違和感がな
い。社会学と経済学だけではなく数理政治学な
ども含めて，社会科学の分野ではもはや共通言
語が成立しつつあるともいえる。このことは，
各分析の統計的精度や分析結果の適用範囲など
にかんして相互の理解と批判を可能にし，研究
の速度を飛躍的に高めることになるだろう。現
に，本書は採用研究に対する，あるいは女性活
躍推進施策の効果評価に対する貢献になってい
る。

その分，悩ましいのはデータと推計モデルか
らはじき出された推定値の解釈である。本書で
は分析の中核を担う第 4 章から第 7 章の末尾
で，なぜこのような推定結果になるのかについ
て説明を加えたうえで，「機会の不平等として
の解釈」という項を設け，いわば二段階で説明
している。近年の実証経済学の書籍には（論文
と同様）この二段目がなく，メカニカルな説明
に終始することが多い。他方，本書は古い社会
科学の伝統に根ざし，第 1 章で大上段にかまえ
た「結果の不平等／機会の不平等」という概念
を呼び出すことで，ことあるごとに読者を，日
本社会における機会の不平等の改善のなさとい
うシナリオへと引き戻し，分析結果を位置づけ
直す。この構成は，読者が迷子にならないとい
う意味で大いに助かる。

評者が悩ましく感じたのは，社会科学の方法
論の収斂の果実を享受できるのは一段目の解釈
までであり，二段目の解釈になると共通言語が
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まだ成立していないことを痛感した点である。
なるほど，二段目の解釈の鍵概念である「機会
の不平等」の定義自体は，「財や資源を獲得す
る機会が，当人の選択が及ばない属性に基づい
て不均衡に分布すること」（1 頁）とされ，基
本的に社会科学で共通している。しかし，それ
だけでは，たとえば第 4 章の二段目の説明の該
当部分を理解するのは容易ではなかった（4）。そ
の前段では，一段目としてシグナリングや人的
資本投資といった概念を援用し，技術職採用枠
がない場合に上位大学出身者比率が高くなるこ
とを「合理的に」説明している（つまり何かを
再生産している）が，合理的に説明できること
と，機会の不平等を反映することとがどうロジ
カルにつながるのか見えにくいと考えたからで
ある。

実証経済学の研究では，技術職採用枠がない
場合，（古い用語でいえば）いわゆる一般的人
的資本（5）を備える応募者が求められると導け
る。明示的ではないにせよ，推定結果は一定の
モデル上の動きとして解釈できる。これが「合
理的」の意味である。つまり，経済学のモデル
で合理的に解釈できるということは，モデルの
均衡状態として解釈できることを意味し，実証
分析の結果，もしその状況が現実にも成立して
いるとすれば，少なくともその現実は個人の最
適化の結果として実現された点として解釈でき
る。本書で取り上げられている先行研究も，こ
のような論理展開をたどっている。評者が躓く
のは，推定結果を合理的に説明できないことで
はない。むしろ，合理的に説明できる結果を，
どの他の論理を援用して「機会の不平等」と解

（4）　具体的には「以下の 3 点から，本章の結果は，少なくとも部分的には機会の不平等を反映していると考える」
（95 頁）以下の箇所である。

（5）　近年の労働経済学では，Lazear（2009）や Gathmann and Schönberg（2010）の問題提起を受けて，人的資本
の性質を理解するうえで，“general” と “firm-specific” という二分法は使われなくなりつつある。

（6）　Roemer（1998）に代表される分析的マルクス主義の方法もありえる。

釈するのか，その規範的ステップが必ずしも明
示されておらず，おそらくは経済学がもつロ
ジックと異なるだろうと思われる点にある。

経済学の分野では，この規範的ステップにつ
いて，いくつかアプローチがすでに提案されて
いる。たとえば，Fleurbaey（1994；1995）や
Fleurbaey and Maniquet（2012）などの公理的
評価の手法がもっとも身近だろう（6）。どのよう
なアプローチをとるにせよ，ある種の公理系を
援用して「機会の不平等」をモデル上で定義
し，Ferreira and Peragine（2016）のような形
で推定モデルとの対応関係を考える筋道がすで
に展開されている。ちなみに Ferreira and 
Peragine （2016）では，本書でいう「当人の選
択が及ばない属性に基づいて不均衡に分布する
こと」が，線形モデルの個別効果によって捉え
られると解釈されている。簡単にいえば，本書
と同様に定義される「機会の不平等」のもと，

（所得を被説明変数とするものの）本書と同様
の推定モデルを用いて実証結果を引き出すもの
の（一段目），二段目の解釈（どの変数がどう
不平等を導出していると解釈するか）において
は本書と大きく異なる。

確かに，本書は企業側の採用設計と学歴偏重
／ジェンダー構成の停滞が結び付く経験的パ
ターンを，日本の主要な採用経路という特定の
企業行動から一貫して可視化した。この一段目
の実証的成果は，効率的選抜と機会不平等の相
関を具体的に示す基盤になり，政策が現実に波
及する経路が現状では断裂しているかもしれな
いという実務的示唆を与える。しかし，果たし
てこれを「機会の不平等」と呼んでよいのだろ
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うか。社会学には社会学ならではの蓄積と理解
がある一方で，評者のバックグラウンドである
経済学の現在地を所与とするかぎり，少なくと
も評者には十分に理解し，評価するには至らな
かった。これが二段目の共通基盤を欠くと表現
した所以だ。経済学における議論を前提とする
と，実は「迷子にならない」という先の言葉
は，「ここで迷子になっていることがわかる」
という意味なのである。

そもそも，スペースに制約のある学術論文で
は，二段目の説明は省かれることが多く，共通
理解が成立しつつある一段目の議論に終始する
傾向が強い。実際，本書のもとになっている学
術論文でも，その傾向が確認できる。その結
果，社会科学内の諸分野間の垣根が低くなった
ように見える。ところが，書籍での出版ならで
はの議論として，理論的概念と実証上の代理変
数・推定モデルの関係（対応関係）をより厳密
に検討してみると，実証プロセスの共通化とは
対照的に，分野外の読者には理解が難しい点が
露呈してしまったといえるのではないだろうか。

評者が本書の評価に二つの論点を提起したの
は，これからの社会科学領域における書籍の役
割について，重要なヒントが隠されていると考
えたからだ。専門学術誌に掲載される論文は間
口が狭く，書店売りの書籍は間口が広い，とい
うステレオタイプはもはや過去のものとなっ
た。社会学の専門論文でも（ダウンロードさえ
できれば）経済学の研究者が読んで理解するこ
とは以前よりも格段にハードルが低くなってお
り，専門学術誌に掲載されたからといって潜在
的読者が少ないわけではない。だとすれば，論
文ではなく書籍たる特典は，スペースの制約か
らの解放と，レフリーからの解放だろう。とく
に後者は，議論の筋道を「売れる」文脈に寄せ
る必要がなくなるという意味で，著者の研究動
機に根差す問題を正面から扱える点が大きい。

本書でいえば「機会の不平等」という根源的な
問題に，著者がどうアプローチしたかを明確に
示すことができるところだ。この点を重視し，
社会科学のなかで共通理解を促進するのは，論
文にはできない書籍独自の役割になるだろう
し，書籍たることを評価する点にもなりえる。

本書は社会科学新世紀に学んだ新世代の特徴
をいかんなく発揮した書籍といえるが，同時
に，実証方法と理論的（規範的）解釈を接続す
る難しさを示した。この難しさこそを主題とす
る，これから先の専門書のあり方を指し示す道
標となるかもしれない。

（吉田航著『新卒採用と不平等の社会学―組
織の計量分析が映すそのメカニズム』ミネル
ヴァ書房，2025 年 3 月，ⅲ＋ 241 頁，定価：
本体 4,500 円＋税）
� （かんばやし・りょう　武蔵大学経済学部教授）
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